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明治12年甲斐国現在人別調の
生国データによる移動分析
森　　　博　美＊
要旨
　杉亨二が「甲斐国現在人口調」を実施したのは明治12年から13年にかけ
てのことであった。この調査は国勢調査の嚆矢として，わが国近代統計の
黎明期におけるまさに金字塔として位置づけられている。しかし，それが
現在の山梨県（甲斐国）のみを対象とし，また把握された人口が常住人口
でも現在人口でもないいわば現住居人口という特異な人口であったことも
あり，調査結果はその後必ずしも多方面に分析活用されてきたとはいえな
い。
　そのような中，明治30年から20年間統計局長の職にあった花房直三郎
は，明治40年に何度か統計学社の総会においてその分析結果についての講
演を行っている。その初回講演の中で花房は，出生地（生国）人口による
甲斐国への人口移動に関するいくつかの興味深い分析結果を報告してい
る。
　周知のように，地域間の移動数には移動の強度だけでなく移動元と移動
先の人口規模も関係している。そのため本稿では，移動選好度として知ら
れる人口規模の多寡による移動数への寄与分を調整した指標を用いて各出
生地（生国）から移動先である甲斐国への移動の強度そのものを評価する
ことによって，花房がそこで提示している移動に関する一連の知見に関す
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る追検証を行った。
　今回の移動選好度による分析から得られた結果は，花房が講演において
提起している甲斐国への移動に認められる一連の規則性を概ね支持するも
のであった。さらに，他国からの移動者による甲斐国内の移動先（各郡）
の選択状況についての移動選好度を用いた分析からは，同国への移動が明
確な方位性を持つこと，出生地（生国）との接境ラインからの距離に従っ
て移動強度が一般に減衰すること，また男子と比べて女子の方が近距離移
動さらには距離に対する減衰の程度がより強いといったいくつかの規則性
の存在についても定量的に確認することができた。
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はじめに
　統計局の正史の一つとされる『総理府統計局八十年史稿』は，『日本政
表』の創刊，統計院の実現による組織の礎の構築，人材育成などわが国の
近代統計史上に遺した幾多の貢献により杉亨二を「本局の創設献策者」〔統
計局	1951	２頁〕とし，彼が企画・実施した明治12年「甲斐国現在人別調」
（以下，「甲斐調査」と略称）を「本邦国勢調査の濫觴」〔同２頁〕として位
置づけている。また，わが国の統計史研究に多くの業績を残した鮫島龍行
は，杉によるこの調査を「明治草創期のわが国官庁統計に深くまつわりつ
いていた前近代性を，明治12年というきわめて早い時期に鋭く切断した」
〔鮫島1971	39頁〕偉業として讃えている。
　このようにわが国近代統計の揺籃期における金字塔とされている「甲斐
調査」ではあるが，この調査は後年実施される国勢調査とは異なり，わが
国全版図を対象としたものではなくその範囲が甲斐国１）（現在の山梨県）と
いう単一の行政区域に限られ，またそれによって把握された人口も常住人
1）	「甲斐調査」の実施に関わった一人高橋二郎は，対象地域として甲斐国が選定された理由に
ついて，明治38年２月18日に東京統計協会講話会で行った講話の中で「一縣一國を管轄と
し地理上人口の移動も少なき地を撰び執行せんと決し遂に山梨県甲斐國に之を行ふことゝな
り･･･」〔高橋1905	106頁〕と述べている。
2）	 杉は明治20年11月13日の東京学士会院での講演において，「此表（『人別調』の集計表―引
用者）は数字にて記しあれば人骨を見るやうにて面白からぬことにや誰も顧みるものとても
無く，七八年の間山野に暴しあるも同様の姿…」〔世良	1902	163頁〕と述懐している。
3）	 明治31年11月１日，内閣統計課は内閣統計局へと改組された。
4）	 統計学社の総会紀事〔『統計学雑誌第252号103頁』と同社の社告によれば，第１回講演は４
月６日（土）大日本私立衛生会会堂（京橋区宗十郎町７）の総会において行われており，そ
の後花房は，６月１日（土）大日本私立衛生会会堂（京橋区宗十郎町７），７月６日（土）・
12月７日（土）監獄協会会堂（麹町区飯田町５-30）に開催された総会でも同じ演題での講
演を行なっている。
5）	 明治35年に成立した「國勢調査ニ関スル法律」により当初38年に実施が予定されていた第
１回国勢調査は，37年の日露戦争勃発に伴う国家予算の逼迫等の事情により延期されるこ
とになった。そのような中，内閣統計局では明治43年実施の実現に向けて政府に積極的な
働きかけを行っている。彼は一連の講演を終えるにあたり，「予が今回の講演は極めて大要
に過ぎざるを以て固より甲斐國人別調の真価を発揮するに足らざるを遺憾とす。然れども若
し幸に其の一斑を窺ひ併せて國勢調査主要の目的の存する所を髣髴の間に指示するに足るを
得ば獨り演者の幸のみならざるなり」〔花房	1908b	106-7頁〕と述べている。これからも分
かるように，花房による一連の講演もその一環として民意高揚の意図も含めて行われたもの
と思われる。
6）	 	『統計学雑誌』第253，254，255，259，261，262，263，264号
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口でも現在人口でもなく本籍居住者と有所帯寄留者とからなるいわば「地
域内現住居者」〔統計局	1951	54頁〕であった。こういった事情もあり「甲
斐調査」については，上に紹介したような統計調査史上での高い評価の反
面，調査によって得られた結果データについては，人口分析の資料として
その後必ずしも広く活用されてきたわけではない２）。
　そのような中，明治30年から20年間にわたり内閣統計課長･内閣統計局
長３）としてわが国の統計行政を指揮した花房直三郎は，明治40年に統計学
社の月例総会４）においてその分析結果に関する講演５）を行なっており，そ
の記録が「明治12年末の甲斐國」として８回にわたり『統計学雑誌』上に
連載６）されている。特に同誌の第253号に掲載されている初回の講演記録
には，出生地（生国）データを用いた甲斐国への人口移動に関する興味深
い分析結果が紹介されている。
　そこで本稿では，彼がその講演で提起している一連の知見についての追
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検証を行うとともに，移動分析という視角から分析資料としての地域集計
の意義についても若干の私見を述べてみたい。
１．花房による甲斐国への移動分析
　花房は「甲斐調査」から得られた出生地（生国）データによる移動分析
を行なうに当たり，その冒頭で本籍並びに寄留に基づく既存統計の問題点
を指摘し，「甲斐調査」の意義を次のように述べている。すなわち，明治37
年の山梨県統計書から
現住人口	 539,121人	 100.00
他府県へ出男女	 19,303人	 3.58
他府県より入男女	 12,700人	 2.35
という数字を引きつつ彼は，「事稍ゝ多岐に渉ると雖も此に一言せざるべか
らざるものあり。他なし（明治－引用者）十二年に在ても三十七年に在て
も出入寄留の上に於て齊しく出員の入員に超過すること是なり。尚山梨縣
明治三十七年統計書に載す所を見るに三十六年，三十五年も亦之に同じ。
之に依て見るときは甲斐國は他地方と人口交換の上に於て人口輸出超過の
國たるが如き観あり。然しながら是れ必ずしも然らず。尚下に詳述する所
あるべし。右出入寄留の数は人口移動の全體の結果を示せるものにあらず。
甲斐國人別調に於て「他國より入寄留」としたるは尚他國の貫属のまゝ甲
斐に寄留する者を指すは疑を容れず。其の「他國に居る者」並に「行方知
れざる者」としたるも同じく尚甲斐國貫属の者なるべし。後の統計書に於
て他府縣出入寄留と称する者亦之に同じ。故に一身の移轉と共に其の貫属
を変更したる者即ち轉籍を伴へる移動は此の中に包含せず。今此等の一切
を包含せる全體の結果を観察すべき最も有益なる材料は之を『甲斐国現在
人別調』に掲載せり。他ならず「生國に従て男女及び其の人員を區別」し
たる一表是なり」〔花房　1907　145-６頁〕としてこのデータが「従来我邦
の人口統計材料中地方の人口を其の生國に従て区別せるものは予の記臆す
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る所を以てすれば前後唯だ此の一表あるのみ」〔同146頁〕とそれが持つ移
動分析資料としての意義を強調している。
　その一方で花房は「甲斐調査」に関して，「甲斐國に限られたる調査なる
が故に甲斐國の出の人口を追跡するを得ず」〔同146頁〕と転出状況が把握
できない調査の限界も指摘している。なお，この点に関しては，「他日國勢
調査執行の場合に於て全國各地方とも之と一様の材料を得ば吾人は之に依
て始めて各地方人口交換の状態を明らかにすることを得ん」〔同146頁〕と，
彼はそれを今後わが国でも実施されることになるであろう人口センサス
（国勢調査）に委ねている。
　これに対して「入の人口」について彼は，「此の一表に依て頗ぶる之を詳
悉するを得べし」〔同146頁〕として，「甲斐調査」のような一部地域を対象
とした調査結果からも郡別，男女別の出生地（生国）データによって甲斐
国への移動分析が可能であるとして，その解析によって得られた以下のよ
うな一連の知見を提示している。
　「甲斐調査」が与える入寄留人口が1098人であるのに対して他国出生者
の総数が6215人を数えている点について花房は，それが「入寄留数に比す
れば稍多きを加はへたるを見るべし」〔同147頁〕としながらも，他国を出
生地（生国）とする者は「尚総人員百中僅1.56餘に過ぎず，以て當時甲斐
國の他地方との交通未だ甚だ発達せざりしを見るべし」〔同147頁〕と，当
地が人口の社会移動に関して他地域との交流関係が比較的稀薄な地域であ
るとしている。なお，表１は，各郡の人口に占める甲斐国以外を出生地（生
国）とする者の割合を示したものである。
　	『甲斐国現在人別調』に郡別の出生地（生国）人口として掲げられた生
国の数は69カ国にのぼる。この点について花房は，「帝国版図内一国として
其の出生者を甲斐国に供給せざるものなし」〔同147頁〕として移動者の範
囲が全国一円に及んでいる事実を指摘するとともに，特に「他國出生者中
三分の二は駿信武相の四國」に集中している点に注目し，「人員多少の順序
は自ら境界線長短の順序に相応せるが如し」〔同147頁〕と移動に見られる
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規則性の存在に言及している。ちなみに，ここで彼が「境界線長短の順序」
としているのは，甲斐国境までの距離の意であると解される。
　また花房は「甲斐調査」からこのような人口の生国分布が得られた理由
にも言及しており，「交通の接境地に密にして遠隔地に粗なるべきは固より
当然・・・。要するに當時遠隔地方との交通は極めて微々たるものにして，
概して特殊偶発の事情に支配せられ，而して恒久の原由ある交通は主とし
て接境四箇國に限られたるものと測定するを得べきが如し」〔同148頁〕と
して「殆むと同地方内隣村の交通と多く其の種類を異にせざるものなり」
〔同148頁〕と評している。
　さらに彼は講演の中で，駿信武相という接境四国を出生地（生国）とす
る者に焦点を絞り，移動先である甲斐国内の各郡と出生地（生国）の間の
地域的対応関係に関して以下のような分析結果を紹介している。なお表２
は，『甲斐国現在人口調』から接境四国を生国とする者の男女別人員を抄録
再掲したものである。
　このデータに基づき彼は，接境四国を出生地（生国）とする移動者によ
る甲斐国内での移動先の選択結果について，「各郡が此四國より人口を吸収
するの状態を見るに，東西山梨東八代は信武の二國より，西八代南巨摩は
駿河より，中巨摩北巨摩は信濃より，南都留は駿武相の三國より，北都留
は武相の二國より最も多く人口を収容せり」〔同148頁〕と接境四国からの
総数 男 女 男女計
西山梨郡 3.91 4.79 3.04 自国数
東山梨郡 0.88 1.09 0.67 西山梨郡 16889 17456 㻟㻠㻟㻠㻡
東八代郡 0.84 1.17 0.52 東山梨郡 23854 23758 㻠㻣㻢㻝㻞
西八代郡 0.76 0.85 0.66 東八代郡 20821 21031 㻠㻝㻤㻡㻞
南巨摩郡 1.66 1.53 1.79 西八代郡 16991 17187 㻟㻠㻝㻣㻤
中巨摩郡 0.61 0.83 0.40 南巨摩郡 20595 20521 㻠㻝㻝㻝㻢
北巨摩郡 1.58 1.71 1.45 中巨摩郡 30677 31947 㻢㻞㻢㻞㻠
南都留郡 1.96 1.73 2.19 北巨摩郡 28472 28535 㻡㻣㻜㻜㻣
北都留郡 2.93 2.66 3.21 南都留郡 19506 20067 㻟㻥㻡㻣㻟
甲斐国計 1.56 1.71 1.42 北巨摩郡 16485 16405 㻟㻞㻤㻥㻜
甲斐国計 㻝㻥㻠㻞㻥㻜 㻝㻥㻢㻥㻜㻣 㻟㻥㻝㻝㻥㻣
表１　他国を生国とする者の割合（%）
全管
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移動者が甲斐国のどういった地域で卓越しているかに着目し，その結果に
ついて「接境交通の状態歴々として睹るべきなり」〔同148頁〕として，出
生地（生国）と移動先（郡）とがいずれも接境した位置関係にあるという
空間的特徴を見い出している。
　花房はまた，移動をめぐる男女間の差異にも注目している。その点につ
いて彼は，「他國生の殆むど半数は女子」であり，「女子の移動は多く近距
離に限られて遠距離に及ぶもの少なし」〔同148頁〕という興味深い知見を
提示している。特に「接境四國生の者に就て・・・女の数は却て男より多」
い点を「接境交通の特徴」として，「隣村的交通に於て婚嫁は此の数を支配
するの一因たるを以てなり」〔同148頁〕とその要因の一つが女子の婚姻移
動であるとしている。
　さらに，女子の近距離移動と関連して花房は初回の講演の中で，「尚職業
が如何に之（女子の移動―引用者）に影響するかは職業を記述する場合に
於て論及する所あるべし」〔同148頁〕と，移動先（郡）における職業構成，
特に女子の就業が卓越する業種のそれが移動数の多寡に影響しうる点を示
唆している。なお，他日行った最終回の講演で「甲斐調査」の職業別デー
タによる分析結果を報告した際に彼は再びこの点に立ち戻り，「一般に職業
と移転との関係を討究せんとするにあらず」〔花房	1908b	104頁〕として
「接境交通の頻繁なる郡に在ては四國生女子は男子に超過し其の頻繁なら
表２　接境四国を出生地（生国）とする人員数
総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女
西山梨郡 154 85 69 317 212 105 410 192 218 16 8 8
東山梨郡 47 25 22 102 72 30 76 33 43 16 9 7
東八代郡 35 21 14 66 45 21 69 41 28 11 7 4
西八代郡 123 58 65 15 10 5 28 20 8 3 2 1
南巨摩郡 509 184 325 12 9 3 31 20 11 10 6 4
中巨摩郡 29 22 7 124 88 36 43 25 18 9 5 4
北巨摩郡 18 12 6 528 248 280 34 18 16 12 7 5
南都留郡 250 80 170 29 23 6 91 44 47 128 51 77
北都留郡 75 31 44 32 19 13 252 105 147 439 167 272
甲斐国計 1240 518 722 1225 726 499 1034 498 536 644 262 382
駿河 信濃 武蔵 相模
全管
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ざる郡に在ては四國生男子は女子に超過せり」〔同	102頁〕と甲斐国以外の
他国を出生地（生国）とする者の数が顕著な移動先（郡）において女子の
移動者が卓越している点に分析視角を絞り，このような「女子の移転に於
ける特徴と是等（養蚕･製絲･機織－引用者）女子特有の職業の間に何等か
相関聨するものなきや否や」〔同101頁〕という観点から職業と移動の関係
についての考察を行なっている。
　ただ，各郡における男女別の接境四国からの移動者数と織物・養蚕に従
事する女子数の比較から得られた解析結果は「女子特有の職業が仮令四國
より輸入する女子の数上に影響ありとするも其の影響の甚だ微弱なるべき
を知るに足れり」〔同101頁〕というものであった。このことから彼は，「四
国女子超過の原因の主なるものは女子特種の職業に在らずして接境交通の
一般の原因に在て存することを見るべし」〔同102頁〕と，それが当初想定
していた仮説を必ずしも支持するものとはなっていない点を認めている。
　さらに花房は各郡における男女別の接境交通（移動者率）と接境四国か
らの移動者の女／男比の比較表を提示し，女／男比が１を超えている４郡
（北都留，南巨摩，南都留，北巨摩）についても女子の移動率が総数並びに
男子の移動率と同様に上下していることから，最終的に「女子特種の職業
と女子四國生参加との関係は結局不詳に帰せり」〔同104頁〕と結論づける
に至っている。
　なお，労働需給に伴う移動の反映でもある職業と移動の関係は何も甲斐
国への越境移動に限られたものではなく甲斐国内における地域間移動にも
同様に存在しうる。花房はこの点に関して，「労力の供給は當時の事情より
すれば寧ろ國内各郡よりするもの多かるべき」としながらも，「之を討究す
べき材料は「人別調」中之を存せず。又甲斐國當時の職業状態が他國の人
口を吸収するに何程の勢力を有せしかは同時に同一の調査の他國に行はれ
ざりしを以て是れ亦之を討究するに由なし」〔同104頁〕と甲斐国内の地域
間移動７）の把握さらには全国を版図とした調査実施の必要性を唱えてい
る。
7）	「甲斐調査」の調査票である家別表の書込雛形によれば，甲斐国を出生地（生国）とする者
については単に「甲」と記載するよう指示されている。そのため，この調査では甲斐国内に
おける郡あるいは町村間の移動までは把握の対象とはされていない。	
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　このように花房による分析は，甲斐国全域，同国内の各郡，さらには男
女別の出生地（生国）別データを用いた分析と多岐にわたり，そこで得ら
れた結果のいくつかは今日の地域人口移動分析の視点から見ても極めて示
唆に富む内容のものとなっている。
　ところで，このように調査によって観測された出生地（生国）人口数そ
のものを移動分析の資料として用いる場合には次の点に留意する必要があ
る。なぜなら実際に観測された移動数そのものは，地域間での移動の強度
だけでなく移動元と移動先の人口規模による影響も同時に受けているから
である。例えば地域間での移動強度が仮に等しい場合にも，人口規模が大
きい地域間での移動数はそれだけ大となる。逆に言えば，地域間での移動
の強度そのものを定量的に比較評価するためには，移動元と移動先の人口
規模が移動数に及ぼしている要素を予めコントロールしておく必要があ
る。
　そこで以下ではこのような観点から移動元と移動先の人口規模の差異を
反映した移動強度の評価尺度として知られている移動選好度を用いること
によって甲斐国への人口移動に見られる諸特徴を考察してみることにした
い。
２．甲斐国への流入移動圏
（１）移動圏の評価方法
　ここで，移動元としての出生地（生国）から移動先である甲斐国への移
動強度の評価指標として，次の（１）式で与えられる移動選好度	MI を導
入する。
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8）	 大友篤は，移動選好度に100を乗じた
を移動選択指数として，Iij＜100のスコアを持つ移動元あるいは移動先から構成される地域
をそれぞれ第	i 地域にとっての人口流入圏，人口流出圏としている〔大友　1980　26頁〕。
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　いま，Mi を甲斐国での第	i	国からの移動者数，Pi	を第	i	国の人口，PT	を
全国人口，PK	を甲斐国の人口とすれば，第	i	国の人口から期待される移動
者数	 	に対する実際の移動者数	Mi	の比，すなわち，
　
…（１）
によって，甲斐国への移動強度を相対評価することができる。なお，ここ
で実際に観測された移動数	M ではなく移動選好度	MI によって移動強度
を評価することの意味は，移動元である出生地（生国）からの移動強度を
比較可能なスケールによって定量的に評価できる点にある。
　ここで	MI≧0 であり，甲斐国への人口の送出強度の強い出生地（生国）
ほど算出される移動選好度のスコアは大きくなる。移動元地域からの移動
の強度が全移動元から甲斐国への移動の平均レベルである場合，すなわち
ある生国から甲斐国への移動数が当該国の人口規模から期待される移動者
数に等しい場合には，MI=1	となる。従って	MI＞1 の国は出生地（生国）
として平均を超える強度で自国の人口を移動先である甲斐国に供給してい
る地域であり，逆に	0≦MI＜1 の地域はその程度が平均水準に満たないこ
とを意味する。
　ここで，移動選好度のスコアが	MI＞1 ，すなわち平均を超える強度で甲
斐国に対して人口を供給している地域を甲斐国への流入移動圏８）と定義す
る。
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（２）移動選好度の算出
　算式（１）からも分かるように，甲斐国への移動選好度の算出には移動
元である出生地（生国）の人口が必要となる。ただ本稿執筆時点では，明
治12年末現在の各出生地（生国）の人口データが入手できていなかったこ
とから，今回は『甲斐国現在人別調』で移動数が結果表章されている69カ
国を表３のようにそれぞれ地域集約することでそれを求めた。もちろんこ
こでグルーピングした各国の境域は当時の都道府県のそれと完全に一致す
るものではないが，近似的な対応関係は成立しているものとみなして移動
選好度の算出を行った。
　周知のようにわが国ではじめて国勢調査によって都道府県別人口が把握
されるのは大正９年のことである。「甲斐調査」と第１回国勢調査の実施年
の間には40年以上もの開きがある。その間にわが国における人口の地域分
布も大きく変貌を遂げていることから，移動元である出生地（生国）人口
として国勢調査による県別人口を用いるのは適当ではない。そこで今回は，
国勢調査実施以前の明治17年から大正７年まで「乙種現在人口」９）として
表３　生国と都道府県の対応一覧
〔表注〕武蔵國，肥前國，薩摩國については都県を区分できないためそれぞれ一括扱いとした。
県 国 県 国 県 国
北海道 後志 石川 能登，加賀 島根 出雲，石見
青森 陸奥 福井 若狭，越前 岡山 備前，美作，備中
岩手 陸中 山梨 甲斐 広島 安芸，備後
宮城 陸前 長野 信濃 山口 長門，周防
秋田 羽後 岐阜 美濃，飛騨 徳島 阿波
山形 羽前 静岡 駿河，伊豆，遠江 香川 讃岐
福島 岩代，磐城 愛知 尾張，三河 愛媛 伊予
茨城 常陸 三重 伊勢，伊賀，志摩 高知 土佐
栃木 下野 滋賀 近江 福岡 筑前，豊前，筑後
群馬 上野 京都 山城，丹波，丹後 佐賀･長崎 肥前
千葉 下総，上総，安房 大阪 摂津，河内，和泉 熊本 肥後
埼玉･東京 武蔵 兵庫 播磨，但馬 大分 豊後
神奈川 相模 奈良 大和 宮崎 日向
新潟 越後，佐渡 和歌山 紀伊 鹿児島･沖縄 薩摩
富山 越中 鳥取 因幡，伯耆
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9）	 入寄留者数と出寄留者数の全国計は本来同数であるべきであるが，現実の寄留統計では入寄
留者数が出寄留者数を大きく上回っている。従って，これらの寄留数をそのまま用いて各県
の人口を推計した場合，人口は過大推計となる。そのため国勢調査が実施される以前の時期
については，人口の社会移動に関して全国の入･出寄留者の差分を各県別の入･出寄留者数の
比で各県に按分補正することで算出した人口推計値（乙種現住人口）が公式の都道府県別人
口として用いられてきた〔統計局	1987	33頁参照〕。
10）	 明治17年の乙種現住人口の県別推計結果では奈良県は大阪府にまた香川県は愛媛県にそれ
ぞれ合算表記されている。そのため今回は，これらの府県人口の内訳が利用できる明治21
年の数字を用いて17年の両府県人口を按分することでこれら４府県の人口を求めた。
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公表されている都道府県別人口の中で「甲斐調査」の実施年に最も近い明
治17年の各県データ10）を出生地（生国）人口として移動選好度の算出を行
った。なお表４は，甲斐国への移動選好度の算出結果を掲げたものである。
　今回算出した甲斐国への移動選好度の中で最も高い値を示しているのが
静岡県（駿河・伊豆・遠江）であり，以下，長野県（信濃），神奈川県（相
模），そして東京都・埼玉県（武蔵）と続いている。このように，出生地
（生国）の人口規模を調整した移動選好度のスコアによって評価した移動強
度は，先に紹介したまさに花房が「接境四國」として特記していた「駿信
武相」に対応している。その意味では花房が実際に観測された移動者数に
よる分析から得た「他國出生者中三分の二は駿信武相四國」に集中してい
るとの知見は，武蔵と相模の順序こそ異なれ，移動選好度による分析結果
とも概ね整合的な結果となっている。
　加えて今回行った移動選好度による分析からは，花房が特には言及して
表４　甲斐国への移動選好度
北海道 0.03 埼玉 2.99 静岡 9.65 島根 0.08 長崎 0.09
青森 0.14 千葉 0.47 愛知 1.32 岡山 0.08 熊本 0.23
岩手 0.02 東京 2.99 三重 0.23 広島 0.08 大分 0.08
宮城 0.09 神奈川 4.82 滋賀 1.40 山口 0.10 宮崎 0.03
秋田 0.06 新潟 0.56 京都 0.32 徳島 0.16 鹿児島 0.00
山形 0.16 富山 0.94 大阪 0.16 香川 0.01 沖縄 0.00
福島 0.12 石川 0.38 兵庫 0.07 愛媛 0.06
茨城 0.33 福井 0.60 奈良 0.20 高知 0.05
栃木 0.19 長野 7.25 和歌山 0.18 福岡 0.07
群馬 0.65 岐阜 1.33 鳥取 0.05 佐賀 0.09
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いない次のようないくつかの新たな知見も得られた。
　その１は，移動圏の広がりに関するものである。今回，移動選好度MI＞
１となっている出生地（生国）を甲斐国への流入移動圏と定義したが，図
１として示した移動選好度の境域図からも読み取れるように，その移動圏
は甲斐国を取り巻く接境四国だけでなく，それらに比較すれば移動強度の
程度こそ低いものの，長野県（信濃）からさらに西方の愛知県（尾張・三
河），岐阜県（飛騨・美濃）を経て滋賀県（近江）へと及んでいる点が特に
注目される。なお，このような移動圏の西方への広がりに関しては，甲斐
国内での移動先の選択パターンなどの論点も含め，後に第４節２（ⅴ）に
おいて改めて検討したい。
　そして第２は，移動強度の定量的評価に関わるものである。すなわち，
移動選好度を用いた評価結果からは，花房がすでに指摘していた「駿信武
相」という接境四国が甲斐国への移動者の主たる送出地域となっている点
が再確認できただけでなく，これらの地域間での移動をめぐる強度の量的
図１　移動選好度（総数）による甲斐国への移動の強度
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差異についてもそれを定量的に評価できた。すなわち甲斐国との接境四国
の間の移動強度に武蔵＜相模＜信濃＜駿河・伊豆・遠江という関係が存在
し，しかもその強度にほぼ３：５：７：９の関係が成立している事実もま
た明らかにすることができた。
３．甲斐国における移動先選択パターンによる出生地（生国）の類別化
　すでに紹介したように花房は「各郡人口生国別表」に基づく分析から，
流入者の甲斐国における居住地の選択パターンに出生地（生国）の間に違
いがあることを指摘している。そこで，次にこの点について，移動先を甲
斐国全管ではなく国内の９郡とすることによって算出した移動選好度を用
いてクラスタリングにより出生地（生国）を類別してみることにする。
（１）移動選好度算式
　出生地（生国）を甲斐国を除く46都道府県（ただし埼玉県と東京都，佐
賀県と長崎県，それに鹿児島県と沖縄県についてはそれぞれを地域統合し
た合計43区分）また移動先を甲斐国内の９郡とする。ここで，Mij	を第	j	郡
（ｊ＝1,2,…９）での第	i	国（i＝1,２…43）からの移動者数，Pi	を第	i	国の
人口，Pj	を第	j	 郡の人口，PB	を全出生地（生国）の人口，PK	を甲斐国の
人口とすれば，出生地（生国）i	から	j		郡への流入移動選好度	MIij は（２）式
　
…（２）
によって得られる。なお，ここでは移動の強度並びにそのパターンに見ら
れる男女間比較も行うことから，移動選好度は総数，男，女別に算出した。
　ところで明治17年の乙種現住人口からは男女の内訳データが得られな
い。そこで，内訳区分を持つ乙種現住人口の中でこの年次に最も近い明治
31年のデータから得られる男女比を用いて17年の各県人口を按分したも
11）	 今回，出生地（生国）のクラスタリングに際しては，ユークリッド距離によるWard法を適
用した。
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のを出生地（生国）の男女別人口として男女の移動選好度を求めた。総数，
男，女のそれぞれについて算出した移動選好度は，本稿末に【付表１－１
～３】として掲げた通りである。
（２）移動選好度による出生地（生国）のクラスタリング
　県令藤村紫朗の下，明治11年に郡区町村編制法が山梨県内でも施行さ
れ，同県はそれまでの４郡制から９郡へと再編される〔山梨県	2005	221
頁〕。「甲斐調査」が実施された明治12年当時，同県は，西山梨，東山梨，
東八代，西八代，南巨摩，中巨摩，北巨摩，南都留，北都留の９つの郡に
境域区分されていた。花房は講演の中で，それぞれの郡について甲斐国以
外を出生地（生国）とする人口が特に卓越している生国名を列挙するとと
もに，第１節で紹介したような出生地（生国）と移動先（郡）とに認めら
れる特異な地域間関係あるいは属性別の特徴について論じている。
　そこで，花房が移動数に基づく分析結果として提示している出生地（生
国）と移動先（郡）の間の空間的な関係についての一連の知見に関して，
以下では移動選好度を用いてそれを追検証するとともに若干の補足的考察
を行なってみたい。
　分析にあたっては，まず『甲斐国現在人口調』が「生国ニ従テ男女及ヒ
其人員ヲ区別スレハ左ノ如シ」として掲げている「男女・生国（68区分：
甲斐及び他国67）・郡（９区分）別人口」のうち甲斐国以外の出生地（生
国）とされている67国を表３に掲げた43の地域に統合再編し，それぞれの
人口と移動数によって移動選好度を算出した。次いで，得られた移動選好
度のスコアにクラスタリングの手法11）を適用し出生地（生国）のグルーピ
ングを行った。なお，ここで行ったクラスタリングによる地域のグルーピ
ングは，移動選好度のスコアの絶対的水準の違いを捨象したものであり，
あくまでもそれぞれの出生地（生国）からの移動者が甲斐国内の９郡の中
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から特定の郡を移動先として選択するパターンの形状の異同に従って類別
を行なったものである。なお，比較的類似した移動先の選択パターンを持
つ出生地（生国）のクラスタリングの過程については，本稿末に【付図１
－１，２，３】として掲げたデンドログラム（樹形図）からそれを確認す
ることができる。
　まず【付図１－３】からも読み取れるように，花房が接境四国として取
り上げている「駿信武相」（今回のクラスタリングにあたっての地域区分で
は静岡県，長野県，神奈川県，埼玉県･東京都に対応）は，女子についての
クラスタリング結果においても明瞭に全国の他の移動元から区別されてお
り，４地域のそれぞれが甲斐国内での特異な移動先選択パターンを持つ出
生地（生国）として検出されている。
　一方，男子による移動先の選択パターンに関して，接境四国の中で駿河・
伊豆・遠江，信濃，相模の３地域は，女子の場合と同様にいずれも相互に
独自性の強いパターンを示していることが【付図１－２】からわかる。た
だ，武蔵（埼玉県･東京都）からの移動者については，単独で固有の選択パ
ターンを示しているのではなくその選択パターンは他の接境３地域とは異
なりやや特異である。なぜなら武蔵（埼玉県･東京都）からの移動者は，先
に図１と関連して甲斐国への移動圏が西方への広がりを見せていた美濃・
飛騨（岐阜県），尾張・三河（愛知県），それに近江（滋賀県）といった諸
地域とともに一つの地域グループを構成しているからである。このような
クラスタリングの結果は，武蔵（埼玉県･東京都）を出生地（生国）とする
移動者が甲斐国内でこれら信濃以西地域からの移動者と比較的類似した移
動先選択パターンを持っていることを示唆している。なお，この点につい
ては，次節の（２）（ⅴ）において改めて立ち戻ることにする。
　さらに【付図１－１】の総数による類別結果では，武蔵（埼玉県・東京
都）と信濃以西地域からなるグループに越中（富山県）が新たに加わって
いる。ただ，この点を除けば移動元の類別結果は全体としては男子につい
てのクラスタリング結果（【付図１－２】）に酷似したものとなっている。
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４．接境四国からの移動者の移動先選択に見られる地域的特徴
（１）移動先（郡）別移動選好度から見た移動先選択における地域的特徴
　本節では，接境四国を出生地（生国）とする移動者による甲斐国内での
移動先選択に見られる地域的，属性的特徴について，男女別の移動選好度
を用いた定量的評価を行う。なお出生地（生国）として花房が「接境四国」
としている地域については，ここでも移動選好度算出の関係で，駿河・伊
豆・遠江（静岡県），信濃（長野県），相模（神奈川県），武蔵（埼玉県･東
京都）の４地域とした。
　表５は，接境四国からの移動者による甲斐国内での移動先（郡）の選択
強度を移動選好度によって示したものである。
　（ⅰ）移動先選択強度に見られる地域的特徴
　花房が特に駿河からの移動が顕著であるとしていた峡南２郡（西八代郡，
南巨摩郡）のうち南巨摩郡については，今回算出された総数についての移
動選好度が31.757と相模（神奈川県）からその接境郡である北都留郡への
移動選好度39.056に次ぐ高い値となっている。なお，表５の駿河・伊豆・
遠江（静岡県）を出生地（生国）とする者の移動選好度のスコアについて
は，次の点に留意する必要がある。なぜなら今回の移動選好度算出に係る
データ制約の関係で，花房が駿河としている出生地（生国）について今回
表５　接境４地域から各郡への移動者による移動選好度
郡 総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女
西山梨 14.517 16.052 12.756 21.376 26.900 15.158 1.363 1.246 1.504 13.484 11.568 15.775
東山梨 3.370 3.504 3.200 4.961 6.468 3.182 0.983 0.992 0.967 1.803 1.408 2.286
東八代 2.890 3.147 2.582 3.652 4.632 2.516 0.769 0.884 0.624 1.862 2.004 1.682
西八代 10.038 9.174 11.060 1.016 1.261 0.733 0.257 0.310 0.191 0.925 1.198 0.588
南巨摩 31.757 21.171 44.462 0.676 0.936 0.368 0.712 0.766 0.639 0.852 0.988 0.677
中巨摩 1.616 2.062 1.105 4.586 6.147 2.840 0.421 0.429 0.411 0.776 0.829 0.712
北巨摩 1.689 2.063 1.237 21.450 18.666 24.728 0.616 0.647 0.575 0.674 0.643 0.708
南都留 22.516 13.319 33.289 1.697 2.527 0.753 9.465 6.876 12.589 2.597 2.295 2.959
北都留 7.805 5.619 10.428 2.253 2.470 1.997 39.056 26.641 54.396 8.654 6.481 11.319
駿河・伊豆・遠江（静岡県） 信濃（長野県） 相模（神奈川県） 武蔵（埼玉県・東京都）
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12）	 現在の山梨県の地域区分での東部・富士五湖地域に相当する。
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は甲斐国とは直接境界を接していない伊豆と遠江も加えて静岡県全域とし
て移動の強度を評価しているからである。移動強度が移動距離に対して一
般に逆比例の関係にあることを考慮すれば，今回，駿河について静岡県全
管で代替したことから，得られた移動選好度は駿河単独でそれが算出でき
たとした場合に比べて移動強度を幾分過少に評価しているものと推察される。
　この点も含め花房が講演で移動者による移動先選択に関して，駿河→西
八代・南巨摩，信濃→中巨摩・北巨摩，駿武相→南都留としていた移動元
と移動先の地域間関係の部分については，移動選好度のスコアもそれを支
持する結果となっている。その一方で移動選好度による評価結果は，移動
者による甲斐国内での移動先選択に関して，花房による知見とはいくつか
の点で異なる結果も示している。例えば，彼が信濃と武蔵からの移動者の
卓越をその特徴として挙げていた峡中から峡東にかけての西山梨，東山梨，
東八代の３郡のうち後２郡については，武蔵よりはむしろ駿河・伊豆・遠
江からの移動者による移動強度の方が優越している。また，西山梨と北都
留の２郡については，武蔵と駿河・伊豆・遠江とがほぼ拮抗状態にあるこ
となども見て取れる。
　（ⅱ）男女間での移動先選択の特徴
　表５には男女別に算出した移動選好度も掲げた。それを用いることで移
動先選択における男女間の差異として花房がすでに提示している諸特徴に
ついてもそれを改めて追検証することができる。
　駿河・伊豆・遠江からの移動者については峡南（南巨摩郡，西八代郡）
と郡内12）（南都留郡，北都留郡）において，また信濃の場合には峡北（北
巨摩郡），相模は郡内（北都留郡，南都留郡），そして武蔵については峡中
（西山梨郡）から郡内北部（北都留郡）にかけての地域において移動選好度
がいずれも高いスコアを示している。こういった地域ではいずれも女子の
スコアが男子のそれを上回っている点が特徴的である。特に，これらのう
ち駿河・伊豆・遠江からの移動者の場合の北都留郡それに武蔵からの移動
13）	
　　また岡松徑は，後に明治42年11月６日に統計学社の定例総会で行った講演「甲斐國現在人
別調記憶談」で集計作業のために準備した様式も言及し，次のように述べている。「記入紙
は行政管区の最下段毎に一葉を要したのであるから，當時甲斐國に於ける郡数九村数二百八
十四町数三十六であるが故に甲斐國全體の分と共に書類廢紙を入れないでも三百三十枚を使
用し…」〔岡松	1910b	216頁〕と。
「甲斐調査」当時の各郡における町村数
町 村 町 村
西山梨郡 36 16 中巨摩郡 52
東山梨郡 31 北巨摩郡 44
東八代郡 42 南都留郡 21
西八代郡 35 北都留郡 18
南巨摩郡 25 計 36 284
〔出所〕〔統計院	1882〕
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者にとっての西山梨郡を除けば，各出生地（生国）からの移動者はいずれ
も隣接郡を移動先として選択していることがわかる。女子の方が男子に比
べてより出生地（生国）に近接した地域を移動先として選択する傾向が強
いというすでに花房が提示していた移動先選択における地域的特徴は，今
回の移動選好度を用いた分析結果によっても同様に確認することができた。
（２）移動者による移動先選択の可視化結果からの知見
　表５に示した移動者による移動先選択に見られる地域間の関係の空間的
な特徴は，移動選好度のスコアを郡ベースでの境域マップ上に可視化する
ことで，地域相互の位置関係なども含めてより鮮明な形で捉えることがで
きる。
　（ⅰ）郡界地図ファイルの作成
　	表５として得られた結果をGISにより郡境域図上に表示するためには，
調査実施当時の山梨県の郡界境域ファイルが必要となる。当時山梨県には
36町284村13）が存在していたが，これらの町村については，その後の市制
施行や度重なる行政区域の統合再編が行われている。特にその後成立した
市の中には郡界をまたぐ形で市域が形成されたケースも少なくない。その
結果，かつて西山梨，東山梨，東八代，北巨摩の各郡を構成していた町村
明治12年甲斐国現在人別調の生国データによる移動分析
14）	 国土交通省の国土数値情報提供サイトからは，大正９年の行政区域情報として世界測地系の
シェープファイル　N03-200101_19-g_AdministrativeBoundary.shpが提供されている。
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は全てその後に設置された各市に統合され，これらの郡は現在では完全に
地図上からも姿を消している。
　そこで今回は，現在，国土交通省の国土数値情報サイトから行政区域情
報14）として提供されている境域シェープファイルの中で「甲斐調査」の実
施年次に最も時点が近い大正９年の町村界図をベースマップとして用い
た。大正９年の県内の市町村数は243（１市６町236村）と「甲斐調査」当
時から多くの行政区境に変更が加えられている。他方で郡界については，
東八代郡とそれに隣接する東山梨，南都留郡，それに西山梨郡と中巨摩郡
との郡界に若干の違いは見られるもののそれ以外は基本的に維持されてい
る。なお，図２は，「甲斐調査」実施当時の甲斐国の各郡への区分結果を大
正９年時点での町村界とともに示したものである。
　ところで，明治22年の市制施行に伴い，「甲斐調査」が実施された当時は
西山梨郡の一部であった甲府総町及び隣接２村15）が合併し甲府市が成立す
図２　山梨県の市町村界と郡界（大正９年）
東八代郡 
15）	 	市制実施の要件が人口25,000人以上とされていたことから，隣接する飯沼村及び稲門村を
吸収合併することで甲府市が成立した〔山梨県	2005	223頁〕。
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る。それを受けて，大正９年の境域図ファイルでは甲府市は西山梨郡とは
別に独立の境域ポリゴンとして取り扱われている。その結果，今回作成し
た郡ベースでの境域図では山梨県全域は１市９郡に区分されている。
　このように，「甲斐調査」実施当時の西山梨郡にはその域内に後に甲府市
として分離されることになる地区も含まれている。そこで，移動選好度の
スコア郡境域図に階級区分表示するのに際しては，算出された西山梨郡の
スコアを甲府市のポリゴンに対しても付与することで表示面での整合性を
図った。
　（ⅱ）移動選好度の郡界図への表示結果
　本稿末に掲げた【付図３-１-１～３-４-３】は，接境四国から甲斐国内の
各郡への移動者による移動先選択の強度を移動選好度のスコアによって階
級区分表示したものである。表５の数字からだけでは移動選好度が表現す
る移動の強度と移動先としての各郡の全体的な空間的位置関係まで読み取
るのは容易でない。それをこのように郡境域図上に描画することで，移動
者による移動先の選択状況に見られる諸特徴をその空間的な広がりとして
鳥瞰することができる。
　まず，これら接境四国の中でも甲斐国への移動の強度並びに移動先の空
間的な広がりの両面で特筆すべき地域が駿河･伊豆･遠江（静岡県）である。
なぜなら，【付図３-１-１～３】にも示されているように，この地域からの
移動者は男女いずれも全ての郡で甲斐国への平均的な移動強度を超える高
いレベルでの移動選好度となっているからである。
　これに対して接境四国の残りの３地域からの移動者の場合，信濃からの
移動者の移動強度は武蔵と相模からのそれを明らかに上回ってはいるもの
の，南巨摩郡など峡南地域の一部の郡では移動強度は平均以下の水準に留
まっている（【付図３-２-１～３】）。また，武蔵と相模からの移動者の移動
先はさらに空間的に限定されており，移動元から比較的遠隔地に立地する
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峡南や峡北地域にまでは及んでいない（【付図３-３-１～３】【付図３-４-１
～３】）。
　また，甲斐国内への移動の強度を郡境域図に表示したこれらの図は，出
生地（生国）と移動先との距離だけでなく移動の方位的関係についても興
味深い結果を与えている。第１に，移動選好度はここで出生地（生国）と
してとり上げた接境四国のいずれもそれぞれと境界を接する郡で最も高
く，その接境ラインからの距離が大きくなるに従って徐々に減衰する傾向
を示している。そして第２の特徴は，その距離減衰性に明確な方位性が認
められる点である。つまり，駿河･伊豆･遠江の場合には南から北に向けて，
信濃については西から東，武蔵と相模については東から西方向へとそれぞ
れ方位性を持った移動軸がいわば尾根状に成立しており，その軸線に沿っ
た形で距離に応じてまた軸線から外れるに従って移動強度を低下させてい
る。それぞれの軸線から外れた地域，すなわち信濃からの移動者の場合に
は南巨摩郡や西八代郡といった峡南が移動先としては選択されにくく，武
蔵や相模からの移動者の場合には郡内地域が主たる移動先として選択さ
れ，峡南は方位的にまた峡北地域は移動距離の面でそれぞれ大半の移動者
にとっての到達圏外となっている。
（ⅲ）女子移動者に見られる移動の空間的特徴
　上述したように，出生地（生国）から移動先に向けての移動方向が持つ
方位性並びに接境ラインからの距離に対する移動強度の減衰という移動先
選択に見られる規則性は，男女いずれにも共通に確認されるものである。
加えて【付図３】の男女別の可視化結果からは，移動先選択パターンの男
女間での相違もまた読み取ることができる。
　郡による移動先地域区分は甲斐国全管をわずか９個のポリゴンに区分し
ただけのものである。その意味では，移動選好度を用いた移動の規則性の
検出という点ではその解像度は必ずしも十分とはいえない。それにもかか
わらず【付図３】に示された各郡の移動選好度のスコアレベルさらにはそ
れらの空間的配置状況には，女子移動者による移動先選択に関してある特
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徴的な傾向が垣間見える。それは，男子に比べて女子の方が移動先の選択
の面で出生地（生国）に近接した郡を移動先としてより強く選択する傾向
にあることである。さらに男女別の可視化結果について付言すれば，これ
らの図からは，女子の方が出生地（生国）に接境した地域を移動先として
男子よりも強く選択する一方，距離に対しては女子の方が移動強度をより
急速に減衰させていることが分かる。
　（ⅳ）移動先としての西山梨郡の特異性
　ところで，甲斐国内の９郡の中でこれら接境四国からの移動者による移
動先選択において特異な結果を示しているのが西山梨郡である。同郡の移
動選好度は，上述した一般に方位性をもった距離に対する減衰傾向という
規則性に対して，明らかに攪乱的なレベルの数値となっている。すなわち
同郡の場合接境四国からの移動者にとってそれぞれの接境ラインからはい
ずれも比較的遠距離に立地しているにもかかわらず，距離に対して期待さ
れるスコアをいずれも大きく上回る方向に乖離している。これには同郡が
置かれた立地上さらには固有の地域特性が関係しているように思われる。
　山梨県のほぼ中央部に位置し陸上交通の幹線である甲州街道が郡の南部
を貫く西山梨郡は，甲斐国における行政・経済の中心として都市的性格を
持つ甲府地区を域内に有している。甲府のこのような地域事情を考慮して
か，『甲斐国現在人別調』でも甲斐国全管と郡別の集計に加え，「市街ト村
落トハ住家ノ模様職業ノ種類等自ラ其有様ヲ殊ニスルニ因リ隨テ其調モ亦
異ナル者多シ。甲府ノ市街ハ西山梨郡ニ在ルヲ以テ其中ヨリ更ニ抜出シテ
之ヲ左ニ掲く。」〔統計院	1882	150頁〕として甲府が特掲されている。
　甲府地区が持つ都市的性格は，その職業構成にも明瞭に表れている。「甲
斐調査」では職業について，主業だけでなく副業や自家用16）の針仕事や機
織り等についても把握している。そこで，結果表において「○職業名」と
記載されたこれらの数値を除いた総数（男女計）による主業従事者データ
によって甲府と各郡の職業構成を概観しておく。
　明治12年当時の甲斐国における主要産業は農業であり，養蚕に伴う織物
明治12年甲斐国現在人別調の生国データによる移動分析
16）	 	「甲斐調査」の「人別調人心得并家別表書込雛形」には次のように記載されている。「職業
者ニ非ラストイヘトモ縫針ヲ為シ機ヲ織リ自宅ノ用ヲ足ス程ノ婦女ハ皆之ヲ書キ載セ業名ノ
肩ニ印ヲ附ケテ本職ノ人ト分ツヘシ，譬ヘハ針仕事ナレハ（○針仕事）ト書スルカ如シ」
〔統計院1882	16頁〕と。
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産業がそれに次ぐ産業とされていた。そこで有業者総数に占める農業（「農
作等ニ係ル業」）及び織物（「織物等ニ係ル業」）への従事者割合をみると，
西山梨郡を除く８郡のうち西八代郡では87.8%で，他の７郡ではいずれも
９割を超えている。これに対して西山梨郡ではその構成割合は67.6%（農
作52.6%，織物6.9%）と西八代郡と比較しても２割以上低い一方で，学術
（学術等ニ係ル業），遊芸（遊芸等ニ係ル業），金物（金物ニ係ル業），公務
（公役等ニ係ル業），生活用品（「身装ニ係ル業」），商業（「商業ニ係ル業」）
の各業種については，甲斐国全管でのそれぞれの構成割合のいずれも５倍
を超える高い水準にある。なお，西山梨郡の中でも『甲斐国現在人別調』
が特掲している甲府についてこれを見ると，農業及び織物業への従事者率
が25%にも満たない一方で，遊芸，学術，金物，商業ではいずれも甲斐国
平均の10倍超と西山梨郡のそれをはるかに上回っている。ちなみに甲府地
区を除く西山梨郡については，農業及び織物業への従事者割合は84.5%と
西八代郡とほぼ同等のレベルにある。このように主業の職業構成から見た
場合，甲斐国内の他地域とその構成を著しく異にする甲府の存在が，西山
梨郡を他の８郡から区別される特異な地域としていることがわかる。
　ところで，職業従事者の地域への被拘束性，あるいは逆に言えば移動者
に対する職業の受容性という観点から個々の職業を見た場合，例えば農業
においては，小作農（「下農作」）も含め他の諸業種と比較して居住する地
域への拘束性の強い職業と考えられる。これに対して商業あるいはサービ
ス分野に属する各業種については，甲斐国外からの移動者に対しても相対
的に雇用機会が開かれている。冒頭に掲げた表１も示しているように，西
山梨郡は甲斐国への移動者の主要供給地域である接境四国の接境ラインか
らは隔たって位置しているにもかかわらず，同郡は甲斐国以外を出生地（生
国）とする者の割合が高い地域のひとつとなっている。今回算出した移動
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選好度でも同様のことが言え，そのスコアは移動に見られる方位性と移動
距離に対する減衰傾向という規則性に対して攪乱的な数値として現れてい
る。地域における職業構成と移動者の受容の関係についてはなお検討を要
するが，花房も「西山梨は都会たる甲府を包含するを以て其の異例は別に
説明を要せずして自ら明らかなり」〔花房	1908b	102頁〕と評しているよう
に，西山梨郡が都市的な職業構成によって特徴づけられる甲府地区を域内
に有するというこの郡に固有の事情が少なからず関係しているものと思わ
れる。
　（ⅴ）信濃以西の移動圏域と武蔵からの移動者の移動先選択パターンの親
和性
　先に第３節（２）でも指摘したように，今回総数と男子の移動者につい
ての移動先（郡）の選択パターンの異同によるクラスタリングの出力結果
として得られたデンドログラム（総数【付図１－１】，男子【付図１-２】）
によれば，埼玉県・東京都（武蔵）は，男子については岐阜県（飛騨･美
濃），愛知県（尾張･三河），滋賀県（近江）と，また総数ではこれらに富山
県（越中）を加えた地域と同じグループとして類別されている。
　このことは，これらの地域を出生地（生国）に持つ者の移動先選択パタ
ーンが武蔵からの移動者のそれと類似していることを示唆している。そこ
で，試みに総数（男女計）について武蔵を除く４地域〔岐阜県（飛騨･美
濃），愛知県（尾張･三河），滋賀県（近江），富山県（越中）〕をプールした
データを作成し，それから算出した各郡への移動選好度のスコアを階級表
示してみたものが図３である。
　埼玉県･東京都（武蔵）からの移動者が甲斐国のほぼ東半分をその主たる
移動先として持ち，移動先が峡南や峡北地域に及ぶケースは稀であること
はすでに見た（【付図３-３-１】）。他方，図３からも分かるように，信濃以
西の４地域からの移動者については，同じく西から東方面への移動方向を
持つ長野県（信濃）とは異なり，同方向からの接境郡にあたる北巨摩郡に
顕著な集中を見せるのではなく，峡南２郡及び中巨摩郡を除く６郡を移動
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先としてほぼ均等に選択している。このように【付図３-３-１】と図３に
表示された移動先選択パターンは，北巨摩，西山梨，北都留の各郡のスコ
アレベルには多少の差異がみられるものの，移動先の空間的な分布形状は
相互に比較的類似したパターンを示している。
　そこで，これら２つの地域からの移動者による甲斐国内での移動先（郡）
の空間的な分布の類似性から想定されるその要因の一つとして，移動への
交通面での寄与の可能性が考えられる。すなわち，内藤新宿を起点とし郡
内北部から峡東，峡中，峡北へと甲斐国を東西に貫く甲州街道は諏訪で中
山道に合流しており，さらに中山道は美濃を経て近江方面へと通じている。
このような古来陸上交通の幹線は人々や物資等の日常的な往来の中でそれ
ぞれの地域情報の伝達チャンネルとしても機能し，そのことが「人口交換」
を生起させていることが考えられる。明治初頭という時点において「甲斐
調査」が捉えた生国人口に投影されたこのような歴史的背景が，今回のク
ラスタリングによる出生地（生国）のグルーピングにも部分的に反映され
ているように思われる。
図３　富山・岐阜・愛知・滋賀からの移動選好度の階級表示
　　　　　　　　                                              　(総数)
17）	「甲斐調査」の集計に際しては，中集表として総表，年齢及身上別表，年齢表，職業表（本
業，兼業）の各表が作成されている。
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補論　移動分析資料としての地域表章の意義
　さいごに，今回の移動選好度を用いた人口の地域移動分析に関連して，
『甲斐国現在人別調』の地域表章に関して若干のコメントをしておきたい。
　鮫島は表式調査として実施された「物産表」「農産表」等の集計方法に関
して，「村役場で作成された表式は上級機関である郡役所または府県に上申
される。郡役所または府県は，上申された各表式の項目を合算すれば府県
としての表式が作成され，それはさらに主務官庁に上申される」〔鮫島	1971	
27頁〕という地方積み上げ方式による集計を，「集計組織の未熟な初期の発
展段階ではむしろ必然的な情報収集の方式」〔同	27頁〕と評している。
　実際の「甲斐調査」の集計に当たっては，「欧米の如く数十年の経験ある
國」と異なり「我邦にては始めてのことなれば事々皆新工夫を要する」〔高
橋	1905	110頁〕として文字通り試行錯誤により，まず家別表から単名票
（小票）へと筆写し，それを町村毎に繰分けることで第一段の中間集計結果
として「中集表」17）が作成されている。すなわち，「一家を基礎とし村表を
作り次に郡表，県表を作らざれば纏まり難きものなるを以て先づ手分を為
し重なる僚属９郡を分担し西八代郡の職業表を調べ了りし後，小生は南北
都留郡を擔當し寺田，岡松両氏等亦各他郡を擔當し各十人前後の傭員を用
ゐ之をして各其村表の調製を擔當せしめたり」〔高橋	1905	110頁〕という
方法で実際の集計作業は行われたのである。鮫島が「近代的調査方式の原
型」〔鮫島	1971	54頁〕としてその実施の意義を高く評価している「甲斐調
査」ではあるが，その実際の集計作業は，依然として町村→郡→県といっ
た積み上げ方式によるものであった。
　なお，岡松徑の「甲斐國現在人別調記憶談」には「抄寫小票」として単
名票のひな型〔岡松1910a	38頁〕が，また高橋二郎の「明治12年末甲斐國
現在人別調顛末」には，調査結果の第一次集約として作成されたと考えら
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れる西八代郡協和村の中集表の「総表」が収録されている〔高橋	1905	110
頁〕。特に後者の表には今回の移動分析の原資料にあたる生国に関する第一
次集約結果が記載されており，行論の参考資料としてここに表６として再
録しておく。なお高橋によれば，「総表」は単名票を８回にわたり繰分け，
その都度結果を筆記することで作成したとされている〔高橋	1911	39頁〕。
　町村中集表として作成された「総表」には，家数，人員，身上，世帯人
員，単独・家族暮しの別，不具，宗旨とともに，出生地（生国）に関して
その具体的な生国名とともに男女別の集約結果が記載されている。他方で
『甲斐国現在人別調』に郡別集計結果として掲載されているのは，郡中集表
に記載されていた集約結果の一部に過ぎない。
　このように実際の集計過程では第一次中間集計として町村中集表が作成
されたにもかかわらず，「甲斐調査」の結果報告書である『甲斐国現在人別
表６　町村中集表－総表
〔出所〕高橋二郎（1905）「明治12年末甲斐國現在人口調顛末」『統計集誌』第288号，110頁
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調』での地域表章はあくまでも町村中集表からの抄録に他ならない。なお，
実際の製表業務を中心的に担った人物とされる高橋二郎は後年，「此調査は
今日より見れば説を容るべきものなきにあらず。自分ながらも悔ゐたるあ
り，遺憾に思ふことあり。就中町村別の男女人口を加へざりしこと・・。」
〔高橋1911	42頁〕と，半ば自戒を込めて回顧している。仮に調査結果の第
一次集約として全町村について作成された町村中集表が結果原票の形で保
存されてさえいれば，それによって「町村別の男女人口」だけでなく出生
地（生国）も含め，表６のような中集表として集約されている全調査事項
について，既存の郡別表章に比べて格段に豊富な情報量を持つ町村別の結
果表章が現在でも可能なはずである。
　本稿の第３，第４節では甲斐国の９郡を移動先とした移動選好度によっ
て，接境四国からの移動者を中心とした移動先選択に見られる空間的特徴
を考察してきた。既述した移動選好度の算式（２）からも分かるようにこ
の評価スコアは，それぞれの移動元〔今回の分析の場合には出生地（生国）〕
から各移動先地域への移動数データ（移動ODマトリックス）とそれぞれの
人口規模のデータさえあれば算出できる。町村中集表からODマトリックス
の作成に必要な移動数データが得られることから，もし当時の36町284村
の人口規模の数値が利用できれば，今回のような43×９区分ではなく43×
320区分による移動選好度が，さらに移動元である当時の各国別人口が得
られれば，表３のような境域統合を行なうことなく，生国数×320区分によ
るそれを算出することができる。そうすれば，今回【付図３】として示し
た移動先９区分による可視化結果によっては得られない各郡内の町村レベ
ルでの移動強度についても移動選好度によって評価することができ，移動
距離と移動先選択の関係についても今回の結果とは比較にならない格段に
高い解像度を持った分析結果が得られたものと思われる。
　ところで，わが国でその後実施される国勢調査でも同様に昭和５年と25
年調査で出生地（県）が調査されている。しかしその調査結果については
昭和５年調査の場合には県別集計だけが，また昭和25年調査についても単
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に県別，県内市郡別の地域表章が行われているだけである。ちなみに花房
は講演で「他日國勢調査執行の場合に於て全國各地方とも之と一様の材料
を得ば，吾人は之に依て始めて各地方人口交換の状態を明らかにすること
を得ん」〔花房1907	146頁〕と，移動分析のための資料としても国勢調査の
実施に期待を寄せている。
　その後昭和５年と25年には全国を版図として国勢調査で出生地が調査
され，出生地についても現住市区町村以外で生まれた者についてはその具
体的な市区町村名の把握が行われている。しかしながら，その調査結果に
ついては市町村はもちろん郡レベルでの地域表章も行われていない。彼が
講演において分析結果を提示し，移動選好度を用いて今回その追検証を行
った県内の各郡を移動先とした移動分析については，残念ながらこれらの
調査データからは行なうことができない。これらの調査においても調査票
レベルでは「甲斐調査」と同様に出生地に関する情報が収集されているに
もかかわらず，その結果の集約形態は，少なくともデータの分析的価値と
いう点では，郡レベルでの情報を持つ『甲斐国現在人別調』からむしろ退
歩していると言わざるを得ない。
　統計の地域集計は単に地域別結果表章であるだけでなく，まさにデータ
それ自体の分析的情報価値に関わる側面も持つ。このような観点からわが
国の国勢調査の移動統計のその後の地域集計の展開をみたとき，それが市
区町村別に地域表章されるようになったのは，昭和45年調査以降のことで
ある。ただし，そこでも前住地が現住市区町村と異なる者について具体的
に都道府県・市区町村名の把握が行われているにもかかわらず，調査結果
は①自市区町村内，②自市内他区，③県内他市町村，④他県，⑤国外の５
区分による表章が行われているだけで，他県からの移動者については各県
別の内訳数も与えられていない。市区町村を移動元並びに移動先とした移
動表（ODマトリックス）が提供されるようになったのは平成２年調査以降
である。
　なお，統計における集計処理能力の向上と結果の提供方法の報告書から
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ウエブ提供へのシフトに伴い近年はデータ提供面での改善が図られてきて
おり，政府統計の総合窓口であるe-Statからは小地域レベルによる移動統
計も提供され，より解像度の高い移動分析に対するデータ面の充実がみら
れる。
むすび
　本稿では花房直三郎による統計学社での一連の講演記録「明治12年末の
甲斐國」の中で特に『統計学雑誌』第253号に掲載された『甲斐国現在人別
調』の出生地（生国）集計に基づく分析を中心に，そこで示された甲斐国
への移動をめぐる様々な地域的・属性的特徴について移動選好度を用いて
その追検証を行うとともに，主に空間分析の観点から若干の補足的考察を
行なった。
　花房による分析結果の概要については，すでに第１節で紹介した通りで
ある。彼は甲斐国に特に多くの移動者を供給している接境四国（駿河，信
濃，武蔵，相模）を中心に，移動者数に基づく移動分析を行っている。そ
して甲斐国内の各郡におけるこれら接境四国からの移動者の構成を比較考
察することで，信濃・武蔵→西山梨郡・東山梨郡・東八代郡，駿河→南巨
摩郡・西八代郡，信濃→北巨摩郡・中巨摩郡，駿河・相模・武蔵→南都留
郡，武蔵・相模→北都留郡といった移動者の移動先選択に見られる方向性
を持った移動の規則性見い出すとともに，その理由について，「接境交通の
状態歴々として睹るべきなり・・・交通の接境地に密にして遠隔地に疎な
るべきは固より当然」〔花房	1907	148頁〕であると論じている。なお，こ
こで彼が言う「交通」には今日的用法のような単なる交通手段による人々
の移動だけでなく，生活圏，文化圏あるいは経済圏といったいわば総体と
しての地域を作り上げる契機となる様々な情報交流の要素も含めた人々の
往来が含意されており，彼はその粗密が地域間の社会移動の在り様までも
規定すると考えている。
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　移動の距離と移動強度の関係に関する研究としては，E.G．Ravenstein
による嚆矢的業績〔Ravenstein	1885,	1889〕が広く知られている。移動に
は特別な法則は存在しないとしたW.	Farrに対して彼は，「甲斐調査」とほ
ぼ同時代に実施された英国人口センサスの出生地別集計（生国）データか
ら人口の社会移動に関するいくつかの規則性を見出し，それらを「人口移
動の法則（the	laws	of	migration）」として定式化した。そのひとつが「移
動者の大半は短い距離を移動しているだけである」〔Ravenstein	1885	
p.198〕というもので，「交通」の密度（移動の強度）が一般に距離に対し
て逆比例の関係にあることを示したものである。その意味では接境四国か
らの移動者がそれぞれ接境郡を主たる移動先として選択しているという花
房の知見は，Ravensteinが唱えたこの移動法則とも整合的な内容を持つ。
　すでに紹介したように花房の分析は移動における男女間での違いにも向
けられており，「他国生の殆むど半数は女子」であるとして，移動における
女子の割合の高さに注目している。この点はRavensteinが英国並びにアイ
ルランドを境域とした移動分析から移動法則のひとつとして提示している
「移動性の程度において男よりも女の方が高い」〔同	p.199〕とも部分的に
整合的なものである。なお，ここで特筆すべきは，花房が女子の移動距離
に関して，「女子の移動は多く近距離に限られて遠距離に及ぶもの少なし」
〔花房	1907	148頁〕としている点である。女子の移動で近距離移動が卓越
するという彼のこのような知見はRavensteinの「移動の法則」にも見られ
なかったものである。
　ところで，すでに指摘したように，地域間での移動強度が等しい場合，
移動者数は出生地（生国）と移動先の人口規模に依存する。そのため「甲
斐調査」で同国への移動者数として観測された生国人口には，地域間での
移動の強度に加えて各出生地（生国）さらには移動先である各郡の人口規
模もまた移動者数の多寡を規定する要因として作用している。観測された
移動者数そのものが地域間で成立している実際の移動強度をこのような人
口規模による作用の分だけ偏りをもって表示していることから，移動者数
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に基づく分析結果は現実の移動強度とは多かれ少なかれ乖離したものとな
っている可能性がある。本稿で甲斐国への移動をめぐる出生地（生国）と
移動先との空間的な関係を分析するのに移動選好度を用いたのはこのよう
な理由からである。
　なお，今回算出した移動選好度のスコアによる結果評価に関して一点留
意しておくべき点がある。それはすでに本文でも述べたように，接境四国
のうち特に駿河からの移動者による移動強度の評価に関わるものである。
今回，出生地（生国）別の人口規模に関する情報が得られないというデー
タ制約から，移動選好度の算出にあたっては，駿河に関しては伊豆と遠江
の２国を加えた静岡県全域を出生地（生国）として処理した。駿河が峡南
地域と直接接境関係にあるのに対し，伊豆と遠江については甲斐国との間
に直接の接境関係にはない。移動の強度が移動距離に対して一般に逆比例
の関係にある点を考慮するなら，これらの２国と甲斐国との移動面での関
係は，駿河との関係に比べて相対的に稀薄であるものと推察される。その
場合，静岡県全県を出生地（生国）とみなして算出した今回のスコアは，
駿河単独でそれが算出できたとした場合に比べて移動強度を幾分過少に評
価したものとなっている可能性がある。花房による分析が生国を駿河に限
定している点を考慮すれば，例えば表５に示されている当該部分のスコア
についてはそれを幾分積み増して捉えるのが適当であると思われる。
　移動選好度を用いた移動強度についての今回の定量的分析結果からも，
先に花房が講演において開陳している甲斐国への移動に見られる地域的・
属性的特徴の多くを同様に確認できた。なお，移動数そのものの解析結果
によっては必ずしも判定できない接境四国からの移動者による各移動先
（郡）への移動強度についても，移動選好度によってその程度の違いも含め
て具体的に評価することができた。
　さらに，移動選好度のスコアを図１や【付図３】として可視化すること
で，花房が講演で明示的には言及していない接境四国以外の地域あるいは
移動先としての選択の度合いが相対的に低い接境ラインから比較的遠距離
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に位置している地域（郡）も含め，距離の増加とともに移動先として選択
されにくくなるという事実も明示的に確認することができた。ちなみに，
出生地（生国）に接境した移動先（郡）において移動選好度が最も高く，
接境ラインからの距離の増加とともに移動強度が減衰するという今回郡ベ
ースでの移動選好度によって確認できた知見は，移動元と移動先地域との
接境ラインの中間点を起点とした移動先地域の各ポリゴン重心点までの距
離と移動選好度の間に負の相関関係が成立することと内容的には同義であ
る。このような移動の距離と強度の間に見られる規則性は，今日の大都市
圏での居住地移動においても同様に確認されている〔森2016a，2016b〕。さ
らに移動選好度による今回の分析は，花房が「女子の移動は多く近距離に
限られて遠距離に及ぶもの少なし」としている点に関して接境ラインから
の距離に対応した移動先選択の強度の減衰テンポが女子においてより顕著
であるという追加的な事実も明らかにした。
　ここで花房による「接境交通」という用語と移動の関係に関して，【付図
３】の各図に示している接境四国からの移動者の移動先選択パターンと関
連づけて若干コメントしておきたい。
　甲斐国はもともと歴史的にも駿河・遠江や北信以南の信濃などとの間で
長きにわたり政治的な対立関係なども含め相互に密接な関係にあった。ま
た特に峡南地域については江戸時代から富士川舟運によって駿河方面と経
済的・人的に結ばれていた。さらに，すでに本文でも触れたように，陸上
交通の面では中山道へと通じる甲州街道が甲斐国を東西に貫いている。こ
ういった歴史的，あるいは交通面での諸事情は，駿河からの移動者による
主たる移動先としての峡南の選択，また部分的には信濃以西の諸地域から
の移動者も含め，信濃からの移動者による街道に沿った諸郡の移動先地域
としての選択等にも反映されているように思われる。
　これに対して【付図３－３-１～３，３－４-１～３】の各図にも見られ
るように，武蔵と相模からの移動者の主たる移動圏域は，駿河・伊豆・遠
江及び信濃を出生地（生国）とする者と比べてやや局所的である。東京（八
18）	 鈴木敬治の「入峡記」によれば，杉亨二が世良太一ら７人を伴ない現地での家別表検査ため
に東京四谷門外を出発したのが明治13年９月８日午前６時30分，甲府到着は同10日午後６
時10分とされている〔鈴木1918	221-222頁〕。
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王子）－甲府間の鉄道が開通するのはようやく明治36年になってからのこ
とであり，「甲斐調査」当時，都心から甲府までは峻険な峠越えの丸三日18）
の行程を要していた〔鈴木1918	221-222頁〕。南の駿河あるいは西の信濃方
面からの移動者が甲斐国全管で広域的に浸透しているのとは対照的に，武
蔵あるいは相模からの移動者の到達範囲が主として甲斐国東部の郡内地域
に限られているのにはこのような地勢的条件も部分的に関係しているよう
に思われる。
　ところで花房は初回の講演で特に女子に顕著に見られる近距離移動に言
及した際に，その考えられる理由として婚姻移動（「婚嫁」）とともに移動
先地域における職業構成との関連の可能性を示唆している。花房はその後
の講演の中で，当時都市的性格を持つとされていた甲府や谷村（南都留郡）
を例に，男子の仕立職を特に「都会の職業」であるとし，また西八代・南
巨摩では紙干莚織が女子の重要な職業となっていることを紹介〔花房
1908a	67-68頁〕するなど職業構成の地域的特徴に強い関心を寄せている。
　花房は最終回の講演を職業に関する分析結果の報告に充て，移動と移動
先地域における職業構成の関係を考察している。ただしそこでの彼の問題
関心は，「一方に於ては職業中女子特殊の職業と一方に於ては移転中甲斐國
境を区域とせる移転就中接境四國よりする女子の転入との間に於ける関
係」〔花房	1908b	104頁〕の考察にあった。そして彼が得た当座の結論は，
第１節ですでに紹介したように，「女子特種の職業と女子四國生参加との関
係は結局不詳」というものであり，その本格的な討究を将来的課題として
いる。
　さいごに，花房がその関係の有無を不詳として留保していた移動と移動
先地域における職業との関係について，移動選好度を用いて若干の検討を
行うことで，今回の考察の差し当たりのむすびとしたい。
　花房は，婚嫁移動とともに就業目的での移動として特にその従業者の殆
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どが女子によって占められる養蚕･製絲･機織業の各郡における就業構成割
合に注目し，女子の移動と職業の関係を考察している。女子の移動選好度
は接境移動先（郡）においてとりわけ高く，接境ラインからの距離ととも
に一般に急速に減衰する傾向を持つ。
　そこで甲斐国への移動者の中心的な供給地域である接境四国からの女子
の移動者に注目し，表５に掲げた各郡のこれら４地域からの移動選好度の
合計値をそれぞれの移動先（郡）が持つ移動誘引強度の指標として用いる
ことにしよう。なお，上記の職種（養蚕･製絲･機織業）への就業がそれぞ
れの地域への女子の就業移動の誘因とした場合，移動選好度の合計値には
それぞれの地域におけるこれらの職種の就業割合に対応した部分が含まれ
ていることになる。その場合，女子の婚嫁移動に加え，これらの職種への
従事割合が高い地域では，それだけ移動選好度の合計値を高める方向に作
用することになる。また，花房が「養蠺機織製絲」の範囲をどう設定して
いたかは講演でも触れられていないが，今回は表７で表注として掲げた14
職種をそれに該当するものとして各郡の当該業種の従事者率を算出した。
　表７は郡別の接境四国からの移動選好度の合計値と「養蠺機織製絲」業
従事者率，また図４はこれから作成した両者の関係を点相関図として示し
たものである。
　図４からも分かるように，「養蠺機織製絲」業は郡内（南･北都留郡）か
ら東山梨郡，東八代郡にかけての一帯で女子にとっての主要な従業職種と
なっている。南･北都留郡ではこれらの業種への従事者率と移動選好度の間
には強い正の相関が見られるが，東山梨と東八代の２郡では「養蠺機織製
絲」への高い従事者率にもかかわらず，女子の移動選好度は低水準となっ
ている。また，南巨摩郡や西山梨郡ではこれらの職種に従事する女子の割
合は極めて低位であるにもかかわらず移動選好度は比較的高い水準にあ
る。全体として移動選好度と従事者率との相関も0.336に過ぎないことから
も，これらの職種が就業目的での女子移動者の誘因として機能していると
の直接的な証拠は，今回の移動選好度を用いた分析からも確認することは
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できなかった。
　ところで花房は，「全管と各郡とを併述して始めて甲斐國當時の状態を詳
悉すべきなり」〔花房1908b	105頁〕と地域分析に強い関心を寄せ，「人別調
表７　女子の養蚕･製絲･機織従事者率と移動選好度
図４　移動選好度と従事者率の点相関図
（*）養蚕及手伝，養蚕雇，育蚕社役員及雇，製
絲，製絲雇，生絲製造，生絲製造雇，絲捻職，機
織及手伝，機織雇，織物下拵，木綿絲採，木綿絲
採雇，麻絲採への従事者
（#）接境四國からの女子の移動選好度の合計
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の原書に於ては各郡に就き殆むど全管と同一規模を以て各種の事項を掲載
せるが故に其の材料に於ては殆むど欠く所」〔同105頁〕なしとして『甲斐
国現在人別調』がそれに恰好の分析資料を提供している「甲斐調査」の意
義を絶賛している。
　市区町村界あるいは旧郡界や県界を越える長距離通勤が日常化している
現代では，常住地と従業地が異なるのがむしろ一般的である。職住近接と
いう当時の就労事情を考えれば，『甲斐国現在人別調』の郡別職業データ
は，今日で言えば常住者の就業構成であると同時に従業地における従業構
成という側面も併せ持っている。その意味で各郡における人口の産業別就
業構成は，それぞれの地域が提供する就業機会の反映でもある。明治12年
当時，農作（「農作等ニ係ル業」）従事者率が甲斐国の大半の郡において９
割前後と就業者の圧倒的な部分を構成している。それでも甲府を域内にも
つ西山梨郡をはじめ，郡内地域から峽東にかけての地域での「養蠺機織製
絲」業の盛行など，職業構成の地域差の存在も部分的には垣間見える。今
回の移動選好度を用いた分析からも確認するに至らなかった移動と職業と
の関連性なども含め，『甲斐国現在人別調』の郡別職業データによる地域特
性の分析については機会を改めて検討してみたい。
〔追記〕
　本稿の脱稿後に『第１回帝國統計年鑑』（統計院編纂　明治15年刊）にわ
が国全版図を対象とした明治13年１月１日現在の国別（86区分）人口が所
収されていることが分かった（第二表　「國別人口」）。これを移動元人口と
して算出した移動選好度によって，時点並びに境域の両面でより整合的な
形で移動強度を評価することができるように思われる。この点については
稿を改めて検討することにしたい。
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An	Analysis	of	Population	Inflows	to	the	Kai	Domain	with	
Birthplace	Data	from	the	1879	Experimental	Population	Survey
Hiromi	MORI
《Abstract》
　An	experimental	survey	designed	and	implemented	by	Koji	SUGI	for	the	
Kai	 domain	 (present	Yamanashi	 prefecture)	 in	 1879	 is	 regarded	 as	 a	
predecessor	of	the	modern	population	census	in	Japan.		The	survey	data,	
however,	do	not	 seem	to	have	been	 fully	employed	 in	 later	years	 for	
population	analysis	due	mainly	to	its	limited	scope	in	terms	of	its	coverage	
of	the	population,	and,	in	part,	to	its	distinct	concept	of	population,	which	
reflects	the	population	neither	de jure	nor	de facto.		Naosaburo	HANABUSA,	
who	directed	the	statistical	office	as	chief	statistician	 for	20	years	 from	
1897,	is	known	as	a	statistician	who	noticed	the	analytical	potential	of	this	
data	and	presented	a	set	of	interesting	findings	on	migration	inflows	to	the	
Kai	domain	by	employing	birthplace	data.
　Amongst	his	pioneering	contributions	 to	Japanese	migration	analysis,	
some	of	his	findings	give		results	that	coincided	with	those			established		by	
E.G.	Ravenstein	 in	 1885	 as	 laws	of	migration.	 It	 is	 noteworthy	 that	
HANABASA	goes	 further	 in	spelling	out	an	additional	 law	 in	 terms	of	
female	migrants’	choice	of	destination,	which	Ravenstein		never	mentioned.	
　Their	analyses,	however,	are	based	on	data	on	the	number	of	migrants,	
and	the	sizes	of	the	populations	both	of	the	sending	and	receiving	regions,	
which	may	cause	some	bias.	 	Thus,	the	present	author	examined	 in	this	
paper		HANABUSA’s	findings	by	using	a	migration	preference	index	that	
allows	one	to	assess	the	intensity	of	migration	flows	in	a	relevant	manner	
by	controlling	for	a	population’s	size.
　The	results	obtained		from	this	quantitatively	assessable	measure	mostly	
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supported	 the	 findings	which	HANABUSA	had	already	set	 forth	 in	his	
analysis	of	the	number	of	migrants	observed	in	the	1879	survey.	Moreover,	
spatial	analysis		applying	the	geographical	information	system	(GIS)	could	
uncover	an	additional	 fact	with	regard	 to	 	HANABUSA’s	 findings	 that	
females	are	more	likely	to	travel		shorter	distances	than	males.	His	analysis	
also	suggests	the	 informational	potential	of	small	area	data	 in	migration	
analysis.		
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付表１-１　各郡への流入移動選好度
男女計
西山梨 東山梨 東八代 西八代 南巨摩 中巨摩 北巨摩 南都留 北都留
1 北海道 0.31 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
2 青森 0.14 0.31 0.23 0.00 0.12 0.00 0.09 0.25 0.15
3 岩手 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.20 0.00
4 宮城 0.22 0.00 0.00 0.00 0.00 0.06 0.20 0.09 0.23
5 秋田 0.11 0.00 0.00 0.00 0.00 0.06 0.13 0.00 0.23
6 山形 0.40 0.36 0.08 0.00 0.00 0.00 0.00 0.60 0.10
7 福島 0.49 0.00 0.00 0.00 0.14 0.05 0.10 0.07 0.34
8 茨城 1.29 0.16 0.06 0.08 0.19 0.25 0.23 0.00 1.03
9 栃木 0.68 0.16 0.18 0.00 0.00 0.25 0.00 0.29 0.24
10 群馬 1.67 0.64 0.18 0.78 0.37 0.06 0.81 0.87 0.93
11 埼玉 13.48 1.80 1.86 0.93 0.85 0.78 0.67 2.60 8.65
12 千葉 1.52 0.64 0.31 0.06 0.42 0.17 0.23 0.44 0.86
13 東京 13.48 1.80 1.86 0.93 0.85 0.78 0.67 2.60 8.65
14 神奈川 1.36 0.98 0.77 0.26 0.71 0.42 0.62 9.46 39.06
15 新潟 1.64 0.48 0.22 0.18 0.37 0.41 0.77 0.19 0.93
16 富山 2.70 0.51 1.15 0.80 0.50 0.82 1.15 0.52 0.52
17 石川 0.96 0.07 0.39 0.38 0.16 0.53 0.46 0.25 0.20
18 福井 0.60 0.35 0.50 0.24 1.01 0.26 1.09 0.52 0.88
20 長野 21.38 4.96 3.65 1.02 0.68 4.59 21.45 1.70 2.25
21 岐阜 3.47 1.11 1.32 0.57 0.67 0.89 2.14 0.70 1.26
22 静岡 14.52 3.37 2.89 10.04 31.76 1.62 1.69 22.52 7.80
23 愛知 3.65 1.52 0.97 0.67 0.90 0.79 1.30 1.47 1.07
24 三重 0.88 0.06 0.13 0.08 0.07 0.09 0.43 0.28 0.08
25 滋賀 5.53 0.56 2.18 0.44 0.28 0.18 1.73 0.96 1.96
26 京都 1.74 0.42 0.07 0.17 0.42 0.05 0.10 0.29 0.00
27 大阪 0.42 0.04 0.34 0.06 0.20 0.03 0.22 0.16 0.06
28 兵庫 0.29 0.07 0.00 0.05 0.08 0.00 0.06 0.00 0.15
29 奈良 1.21 0.00 0.00 0.15 0.00 0.17 0.00 0.39 0.16
30 和歌山 0.23 0.08 0.09 0.46 0.00 0.06 0.28 0.30 0.24
31 鳥取 0.00 0.13 0.00 0.19 0.00 0.00 0.00 0.00 0.19
32 島根 0.31 0.15 0.00 0.10 0.09 0.06 0.00 0.09 0.00
33 岡山 0.14 0.20 0.00 0.07 0.11 0.11 0.04 0.00 0.07
34 広島 0.06 0.00 0.37 0.06 0.09 0.00 0.07 0.10 0.00
35 山口 0.00 0.06 0.13 0.08 0.00 0.17 0.09 0.20 0.08
36 徳島 0.97 0.08 0.35 0.00 0.09 0.06 0.07 0.00 0.00
37 香川 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.12
38 愛媛 0.24 0.06 0.07 0.00 0.13 0.00 0.05 0.00 0.08
39 高知 0.39 0.00 0.00 0.00 0.11 0.00 0.00 0.00 0.00
40 福岡 0.19 0.09 0.15 0.06 0.00 0.03 0.07 0.00 0.06
41 佐賀 0.40 0.12 0.09 0.00 0.10 0.06 0.00 0.00 0.12
42 長崎 0.40 0.12 0.09 0.00 0.10 0.06 0.00 0.00 0.12
43 熊本 1.26 0.10 0.06 0.14 0.12 0.00 0.21 0.43 0.07
44 大分 0.09 0.07 0.23 0.00 0.00 0.10 0.00 0.08 0.20
45 宮崎 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.10 0.00 0.00 0.19
46 鹿児島 0.00 0.00 0.00 0.00 0.05 0.00 0.00 0.00 0.00
47 沖縄 0.00 0.00 0.00 0.00 0.05 0.00 0.00 0.00 0.00
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付表１-２　各郡への流入移動選好度
男
西山梨 東山梨 東八代 西八代 南巨摩 中巨摩 北巨摩 南都留 北都留
1 北海道 0.54 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
2 青森 0.26 0.37 0.42 0.00 0.21 0.00 0.16 0.45 0.27
3 岩手 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.36 0.00
4 宮城 0.40 0.00 0.00 0.00 0.00 0.11 0.00 0.17 0.41
5 秋田 0.20 0.00 0.00 0.00 0.00 0.11 0.12 0.00 0.20
6 山形 0.19 0.40 0.15 0.00 0.00 0.00 0.00 0.65 0.19
7 福島 0.46 0.00 0.00 0.00 0.25 0.00 0.09 0.13 0.63
8 茨城 1.85 0.30 0.12 0.00 0.35 0.23 0.25 0.00 1.02
9 栃木 1.06 0.15 0.34 0.00 0.00 0.23 0.00 0.37 0.22
10 群馬 1.48 0.60 0.34 0.63 0.69 0.12 1.13 1.10 1.30
11 埼玉 11.57 1.41 2.00 1.20 0.99 0.83 0.64 2.30 6.48
12 千葉 1.91 0.76 0.48 0.12 0.78 0.33 0.28 0.21 0.85
13 東京 11.57 1.41 2.00 1.20 0.99 0.83 0.64 2.30 6.48
14 神奈川 1.25 0.99 0.88 0.31 0.77 0.43 0.65 6.88 26.64
15 新潟 2.44 0.59 0.34 0.33 0.69 0.65 0.95 0.22 1.03
16 富山 3.36 0.26 1.21 0.74 0.77 0.82 1.22 0.32 0.38
17 石川 1.46 0.13 0.74 0.18 0.15 0.60 0.86 0.32 0.19
18 福井 0.69 0.33 0.56 0.23 1.88 0.38 1.09 0.99 1.41
20 長野 26.90 6.47 4.63 1.26 0.94 6.15 18.67 2.53 2.47
21 岐阜 4.35 1.59 2.07 0.75 0.98 1.16 2.40 0.91 2.15
22 静岡 16.05 3.50 3.15 9.17 21.17 2.06 2.06 13.32 5.62
23 愛知 5.11 2.05 1.41 0.77 1.03 1.01 1.83 1.50 1.48
24 三重 1.21 0.11 0.24 0.15 0.12 0.08 0.54 0.52 0.00
25 滋賀 8.11 0.45 2.25 0.85 0.53 0.35 1.77 1.66 2.41
26 京都 2.33 0.44 0.13 0.15 0.64 0.00 0.18 0.40 0.00
27 大阪 0.66 0.08 0.53 0.11 0.36 0.06 0.33 0.28 0.11
28 兵庫 0.45 0.13 0.00 0.09 0.07 0.00 0.05 0.00 0.28
29 奈良 1.99 0.00 0.00 0.00 0.00 0.31 0.00 0.49 0.29
30 和歌山 0.21 0.15 0.17 0.21 0.00 0.12 0.13 0.56 0.44
31 鳥取 0.00 0.24 0.00 0.34 0.00 0.00 0.00 0.00 0.35
32 島根 0.39 0.27 0.00 0.00 0.16 0.00 0.00 0.17 0.00
33 岡山 0.25 0.35 0.00 0.12 0.20 0.20 0.07 0.00 0.13
34 広島 0.10 0.00 0.59 0.00 0.17 0.00 0.06 0.09 0.00
35 山口 0.00 0.00 0.12 0.15 0.00 0.33 0.18 0.26 0.15
36 徳島 1.22 0.14 0.50 0.00 0.00 0.00 0.12 0.00 0.00
37 香川 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.21
38 愛媛 0.45 0.11 0.12 0.00 0.24 0.00 0.09 0.00 0.15
39 高知 0.24 0.00 0.00 0.00 0.19 0.00 0.00 0.00 0.00
40 福岡 0.34 0.08 0.28 0.11 0.00 0.06 0.14 0.00 0.00
41 佐賀 0.43 0.15 0.17 0.00 0.09 0.12 0.00 0.00 0.22
42 長崎 0.43 0.15 0.17 0.00 0.09 0.12 0.00 0.00 0.22
43 熊本 1.20 0.00 0.11 0.27 0.22 0.00 0.16 0.35 0.14
44 大分 0.18 0.13 0.43 0.00 0.00 0.19 0.00 0.15 0.36
45 宮崎 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.19 0.00 0.00 0.35
46 鹿児島 0.00 0.00 0.00 0.00 0.08 0.00 0.00 0.00 0.00
47 沖縄 0.00 0.00 0.00 0.00 0.08 0.00 0.00 0.00 0.00
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付表１-３　各郡への流入移動選好度
女
西山梨 東山梨 東八代 西八代 南巨摩 中巨摩 北巨摩 南都留 北都留
1 北海道 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
2 青森 0.00 0.23 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
3 岩手 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
4 宮城 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.44 0.00 0.00
5 秋田 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.15 0.00 0.26
6 山形 0.64 0.31 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.56 0.00
7 福島 0.53 0.00 0.00 0.00 0.00 0.10 0.11 0.00 0.00
8 茨城 0.65 0.00 0.00 0.17 0.00 0.27 0.20 0.00 1.04
9 栃木 0.24 0.18 0.00 0.00 0.00 0.26 0.00 0.21 0.26
10 群馬 1.90 0.70 0.00 0.96 0.00 0.00 0.43 0.62 0.50
11 埼玉 15.78 2.29 1.68 0.59 0.68 0.71 0.71 2.96 11.32
12 千葉 1.09 0.50 0.11 0.00 0.00 0.00 0.17 0.71 0.87
13 東京 15.78 2.29 1.68 0.59 0.68 0.71 0.71 2.96 11.32
14 神奈川 1.50 0.97 0.62 0.19 0.64 0.41 0.57 12.59 54.40
15 新潟 0.75 0.35 0.08 0.00 0.00 0.15 0.58 0.16 0.80
16 富山 1.95 0.79 1.08 0.88 0.18 0.83 1.06 0.75 0.69
17 石川 0.41 0.00 0.00 0.62 0.17 0.44 0.00 0.18 0.22
18 福井 0.51 0.38 0.42 0.26 0.00 0.14 1.10 0.00 0.27
20 長野 15.16 3.18 2.52 0.73 0.37 2.84 24.73 0.75 2.00
21 岐阜 2.45 0.51 0.44 0.36 0.30 0.57 1.82 0.46 0.19
22 静岡 12.76 3.20 2.58 11.06 44.46 1.10 1.24 33.29 10.43
23 愛知 1.99 0.89 0.46 0.56 0.75 0.54 0.68 1.44 0.59
24 三重 0.51 0.00 0.00 0.00 0.00 0.09 0.31 0.00 0.18
25 滋賀 2.77 0.68 2.11 0.00 0.00 0.00 1.69 0.20 1.47
26 京都 1.07 0.39 0.00 0.18 0.15 0.10 0.00 0.16 0.00
27 大阪 0.13 0.00 0.11 0.00 0.00 0.00 0.08 0.00 0.00
28 兵庫 0.11 0.00 0.00 0.00 0.09 0.00 0.06 0.00 0.00
29 奈良 0.32 0.00 0.00 0.33 0.00 0.00 0.00 0.28 0.00
30 和歌山 0.25 0.00 0.00 0.75 0.00 0.00 0.45 0.00 0.00
31 鳥取 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
32 島根 0.22 0.00 0.00 0.23 0.00 0.12 0.00 0.00 0.00
33 岡山 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
34 広島 0.00 0.00 0.10 0.12 0.00 0.00 0.07 0.11 0.00
35 山口 0.00 0.12 0.14 0.00 0.00 0.00 0.00 0.15 0.00
36 徳島 0.69 0.00 0.19 0.00 0.20 0.13 0.00 0.00 0.00
37 香川 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
38 愛媛 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
39 高知 0.56 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
40 福岡 0.00 0.10 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.14
41 佐賀 0.37 0.09 0.00 0.00 0.11 0.00 0.00 0.00 0.00
42 長崎 0.37 0.09 0.00 0.00 0.11 0.00 0.00 0.00 0.00
43 熊本 1.33 0.22 0.00 0.00 0.00 0.00 0.27 0.52 0.00
44 大分 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
45 宮崎 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
46 鹿児島 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
47 沖縄 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
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付図１-１　移動選好度による
クラスタリング結果
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付図１-３　移動選好度による
クラスタリング結果
総数 男
香川 香川
宮崎 鹿児島･沖縄
鹿児島･沖縄 高知
鳥取 秋田
岩手 宮崎
山口 鳥取
福岡 岩手
大分 山口
広島 宮城
青森 福島
大阪 島根
和歌山 岡山
島根 愛媛
岡山 佐賀･長崎
北海道 兵庫
高知 北海道
兵庫 福岡
愛媛 青森
佐賀･長崎 山形
宮城 和歌山
秋田 広島
福島 大分
山形 大阪
栃木 三重
奈良 熊本
熊本 栃木
三重 徳島
徳島 石川
石川 群馬
京都 福井
千葉 京都
新潟 奈良
茨城 茨城
群馬 千葉
福井 新潟
岐阜 富山
愛知 長野
富山 静岡
滋賀 岐阜
埼玉･東京 愛知
長野 滋賀
静岡 埼玉･東京
神奈川 神奈川
女
宮崎
鹿児島･沖縄
北海道
愛媛
大分
岡山
香川
岩手
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栃木
大阪
兵庫
広島
山口
青森
福岡
秋田
宮城
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千葉
石川
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福井
福島
高知
佐賀･長崎
三重
徳島
京都
熊本
山形
富山
愛知
群馬
岐阜
滋賀
埼玉･東京
長野
神奈川
静岡
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宮崎 鹿児島･沖縄
鹿児島･沖縄 高知
鳥取 秋田
岩手 宮崎
山口 鳥取
福岡 岩手
大分 山口
広島 宮城
青森 福島
大阪 島根
和歌山 岡山
島根 愛媛
岡山 佐賀･長崎
北海道 兵庫
高知 北海道
兵庫 福岡
愛媛 青森
佐賀･長崎 山形
宮城 和歌山
秋田 広島
福島 大分
山形 大阪
栃木 三重
奈良 熊本
熊本 栃木
三重 徳島
徳島 石川
石川 群馬
京都 福井
千葉 京都
新潟 奈良
茨城 茨城
群馬 千葉
福井 新潟
岐阜 富山
愛知 長野
富山 静岡
滋賀 岐阜
埼玉･東京 愛知
長野 滋賀
静岡 埼玉･東京
神奈川 神奈川
女
宮崎
鹿児島･沖縄
北海道
愛媛
大分
岡山
香川
岩手
鳥取
奈良
島根
栃木
大阪
兵庫
広島
山口
青森
福岡
秋田
宮城
茨城
新潟
千葉
石川
和歌山
福井
福島
高知
佐賀･長崎
三重
徳島
京都
熊本
山形
富山
愛知
群馬
岐阜
滋賀
埼玉･東京
長野
神奈川
静岡
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男女総数（6区分） 男（7区分）
女（6区分）
男女総数（6区分） 男（7区分）
女（6区分）
付図２－１　９郡への流入移動選好度
による生國の類別結果
付図２－２　９郡への流入移動選好度
による生國の類別結果
付図２－３　９郡への流入移動選好度
による生國の類別結果
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付図３　出生國・移動先郡別移動選好度の階級表示
静岡県（駿河・伊豆・遠江） 長野県（信濃）
〔図３－1-1〕 総数 〔図３－２-1〕 総数
〔図３－１-2〕 男 〔図３－２-2〕 男
〔図３－１-3〕 女 〔図３－２-3〕 女
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埼玉県・東京都（武蔵） 神奈川県（相模）
〔図３－３-1〕 総数 〔図３－４-1〕 総数
〔図３－３-2〕 男 〔図３－４-2〕 男
〔図３－３-3〕 女 〔図３－４-3〕 女
